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はじめに 

 

 回答用スコアリングシート入力手引書（以下「本手引書」という。）は、不動産レジリエンス認証（以

下「ResReal」という。）の水害に関する認証（以下「ResReal（水害版）」という。）の取得に必要な、回

答用スコアリングシートの入力方法に関する手引書です。 

 回答用スコアリングシートへの回答は、対象不動産の設計内容や管理状況等を確認した上で原

則として依頼者が行うものとします。依頼者は回答用スコアリングシートの記載内容について表明

保証義務を負い、評価・認証機関は依頼者の回答内容に基づき対象不動産のレジリエンスを評

価・認証します。 

 本手引書では、依頼者が正しく回答できるように、評価・認証の方法や基準、回答用スコアリング

シートの設問内容と回答方法について解説します。必ず本手引書の内容に従い入力を行ってくだ

さい。 

 なお、本手引書及び回答用スコアリングシートの内容は、今後の国による災害対策に関する施策

や建築技術の発展、社会情勢の変化等により変更する可能性があります。本手引書は ResReal

（水害版）に係る回答用スコアリングシートのバージョン「SCFL-v01.ｘｘ」に対応するものです。回答

を入力する際には、あらかじめバージョンをご確認ください。 
 

2023 年 4 月１４日 

ResReal 運営主体 

 

 

 

本手引書をご覧になる皆様へ 

 

本手引書は、ResReal（水害版）の回答用スコアリングシートに対する回答方法の解説を主たる目

的としていますが、同時に本手引書に記載された事項は、自然災害に対する不動産のレジリエン

スを向上させるための対策立案のヒントになり得るものです。自然災害に対する対策には多種多様

な方法があり、本手引書にそのすべてが網羅されているわけではありませんが、不動産のレジリエ

ンス向上を図る一つの手段としてご活用いただけるものと期待しております。 

 

ResReal レジリエンス評価改訂部会  
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本書を計画認証用の回答用スコアリングシートの手引書として使用する場合 

 

本書は、運用が開始された既存物件用の認証（運用認証）のための手引書として作成しておりま

す。一方、ResReal（水害版）では、2024 年１月より、竣工前の物件に対しても適用可能な計画認証

の取得サービスを開始しました。水害対策が既に実施されている既存物件に対し、計画認証の対

象物件は、水害対策に係る内容はあくまでも予定でしかありません。このため、運用認証用の回答

用スコアリングシートでは、対策に関する現況（事実）を回答して頂くのに対し、計画認証では、今

後の予定をお答えして頂く設問になっています。 

つきましては、回答用スコアリングシートの設問数や内容（主旨）は、運用認証から変更しており

ませんので、計画認証用の回答用スコアリングシートを作成する際も、本手引き書を基本的には参

照して頂くことが可能になります。 

このため、計画認証での回答用スコアリングシートへの入力において、本手引書を参照する際

は、例えば「竣工図」は、「記入時点での最新図面」と読み替えるなど、計画段階における適切な語

句に読み替えてご利用ください（下表参照）。 

 

 

運用認証 計画認証 

竣工図（※最終の図面） 図面（※常に最新の図面） 

物件名（※竣工後の建物名称） 物件名（※（仮称）／（仮）／計画、等の計画ま

たは工事名称で可） 

住所（住居表示） 住所（地名地番） 

竣工年月 竣工予定年月 

施設管理者 施設管理者（予定）（※未定でも可） 

施設管理者等 関係者（※予定、未定でも可） 

 

 

ResReal レジリエンス評価改訂部会 
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1. ResReal（水害版）とは 

1.1 水害に対するレジリエンスの評価方法 

【解説】 

レジリエンスは回復力を意味し、ResReal ではこれをスコアリングして可視化する。レジリエンスは

一般に、①頑強性（立地と建物）、②冗長性、③即応性、④代替性の4つの要素から定義されるが、

スコアリングではこれら 4項目に加え、⑤先進的取組・地域貢献も考慮して評価を行う。 

ResReal（水害版）で対象とする水害は、河川氾濫（溢流、破堤）に伴い生じる「外水氾濫」と、市

街地における降雨が雨水の排水処理能力を超えた場合や、河川が溢れた状態において河川放

流が出来ないことで生じる「内水氾濫」を対象とする。 

 

1.2 水害リスクの評価基準 

【解説】 

ResReal（水害版）では全国各地の不動産を対象とするため、評価の前提となる最大浸水位は全

国一定の条件（年超過確率）で比較する。 

外水氾濫については、一般に重要度の高い河川の計画規模とされる、年超過確率 1/200 の際

の最大浸水位を評価基準として採用し、基本的に国交省、都道府県が公表する洪水浸水想定区

域図等を用いて算定する。但し、対象不動産近傍の河川の計画規模が年超過確率 1/100、または

年超過確率 1/150 の場合には、計画規模の最大浸水位と想定最大規模（概ね年超過確率

1/1000）の最大浸水位から内挿（年超過確率の常用対数と最大浸水位の関係から直線補間）し、

対象不動産の最大浸水位を求めるものとする。 

内水氾濫については、現在、浸水想定を全国一定の条件（年超過確率）で行った公表データが

ないため、株式会社建設技術研究所が保有する全国内水リスクモデル1) による想定最大規模2) の

最大浸水位を評価基準として採用する。但し、自治体が内水を考慮した浸水想定区域図を作成・

公表している場合には、全国内水リスクモデルによる最大浸水位と比較し、いずれか大きい最大浸

水位を評価基準とする。

ResReal（水害版）では、水害レジリエンスに関わるリスクとして、水害発生時に予想される最大

浸水位（浸水面の標高を指し、敷地地盤高＋最大浸水深により求める）を把握した上で評価を

行う。最大浸水位は「外水氾濫」と「内水氾濫」のそれぞれに対して想定し、外水氾濫の最大浸

水位は年超過確率 1/200 に対する最大浸水位とし、内水氾濫の最大浸水位は想定最大規模

に対する最大浸水位とする。 

ResReal では、対象不動産に対する自然災害のリスクを所与とし、それに対する対象不動産の

レジリエンスを評価する。対象不動産のレジリエンスは「頑強性、冗長性、即応性、代替性」の4

つの要素に「先進的取組・地域貢献」を加えて評価する。ResReal（水害版）では、自然災害のう

ち外水氾濫及び内水氾濫を対象とし、それに対する不動産のレジリエンス（以下「水害レジリエ

ンス」という。）を評価する。 
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なお、通常洪水浸水想定区域図やハザードマップには最大浸水深が記載されているが、

ResReal（水害版）では最大浸水位（浸水面の標高を指し、敷地地盤高＋最大浸水深より求める）を

評価基準として用いるものとする。浸水解析上の地盤高と、実際の対象不動産の基準点（GL）が

異なることも想定されるため、浸水面の高さと、対象不動産の敷地高さ・水防ライン・重要設備の設

置高さをいずれも標高値に換算し、より正確な比較を行うためである。 

 

図 1.2-1 最大浸水位（浸水面の標高）の算定イメージ 

 

1.3 評価対象 

【解説】 

評価対象となる建物には、建物に付属する工作物や建築設備（機械式駐車場等の工作物を含

む。）、備品（以下、総称して「建物等」という。）を含むものとする。原則として建築敷地内に存する

すべての建物等を評価対象とするが、建築敷地外の建物等については評価の対象外とする。 

 

1.4 その他 

【解説】 

ResReal（水害版）における認証費用や依頼手続きの流れ等、依頼事務に関する事項について

は、認証機関が発行する「認証依頼要領書」による。「認証依頼要領書」については専用ホームペ

ージ（https:// resreal.jp）からダウンロードできる。 

 

 

ResReal の評価対象は、対象不動産の土地、建物及びその運営とする。 

その他、認証手続き等に関わる事項は、「認証依頼要領書」を参照すること。 



 

7 

2. 回答用スコアリングシート入力手引書の概要 

2.1 手引書の位置付け 

【解説】 

回答用スコアリングシートは設問形式になっている。各設問への回答に際しては、別途 ResReal

の評価機関が作成した水害リスクレポート（見本は巻末の【参考資料編】参照）に示された最大浸

水位に係る情報や、敷地及び建物の高さ、設備の位置、日常的な管理・運用体制及び災害への

備えに関する現況等を確認する必要がある。 

本手引書では、各設問の内容や回答方法について解説する。 

 

2.2 評価項目 

【解説】 

ResReal（水害版）における各評価項目の設問の概要は以下の通りである。 

回答用スコアリングシートの記載内容と回答方法は、次章「3．回答用スコアリングシートの記載

内容と回答方法」で詳述する。 

 

表 2.2-1 評価項目の一覧 

評価項目（大分類） 評価項目（中分類） 設問の概要 

①頑強性 

立地 最大浸水位及び最大浸水位と敷地高の比較 

建物（水防対策） 水防ラインの構築の有無やその高さ 

建物（重要設備） 最大浸水位と設置位置の比較 

②冗長性 

停電対応 

余剰設備の有無 
給排水ガス遮断 

雨水 

換気 

③即応性 

管理者・運用者（オペレーター等） 

日常的な管理・運用体制及び発災時を想定した備え 
体制 

訓練 

情報 

④代替性 備品 復旧、避難、情報、衛生、防寒、食料等に関する備蓄 

⑤先進的取組・地域貢献 － 
地域貢献や協定、ハードや先端技術を活用した先進

的な取組み 

本手引書では、ResReal（水害版）の回答用スコアリングシートの設問内容と回答方法、認証グ

レードの評価基準及びその他水害レジリエンス評価に関する事項を解説する。 

ResReal（水害版）の評価項目は、①頑強性（立地、建物）、②冗長性、③即応性、④代替性、

⑤先進的取組・地域貢献の5つの項目からなり、回答用スコアリングシートでは項目ごとにそれ

ぞれ設問が設けられている。各設問への回答は、記述方式または選択形式となっており、原則

として依頼者が自ら回答を記入するものとする。 
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2.3 評価に必要なエビデンス 

【解説】 

依頼者は、評価機関の確認に必要なエビデンスとして、対象不動産の配置図、平面図、立面図、

断面図のほか、以下のエビデンスを提出しなければならない。 

表 2.3-1 評価に必要なエビデンスの一覧 

要否 確認事項 エビデンスの例 明示を要する事項 備考 

必須 

A 
建物の高さ基準点

とその標高 

配置図（竣工図） 
確認事項を赤枠等で図示 

（他の数値より算定する場

合は、途中式等を明示） 

竣工図等に標高（T.P.）の記載

がない場合には、地理院地図

を添付し、竣工図等にその旨

を記載 

1 階平面図（竣工図） 

断面図（竣工図） 

B 

水防ラインの有無と

その高さ、浸水ル

ート及び開口部の

高さ 

配置図（竣工図） 確認事項を赤枠等で図示 

（水防ラインは緑色実線で

囲み、防水板等が設置さ

れている場合は、その部

分を赤色実線で図示） 

― 
1 階平面図（竣工図） 

断面図（竣工図） 

立面図（竣工図） 

適宜 

C 
設備ごとの止水対

策の内容 
完成図、仕様書 ― 

設備ごとに個別に止水対策を

行っている場合には必要 

D 
浸水防止用設備の

性能 

メーカーカタログ、完成

図、仕様書、耐水圧保

証書・計算書 

― 

防水板が 1.00m を超える場合

または土嚢が 0.45m を超える

場合には必要 

E 逆流防止弁の有無 排水系統図（竣工図） ― 

逆流防止対策を行っている場

合は必要 

ベント構造（水頭差を設け、屋

外下水本管からの逆流を防止

する構造）の場合には、そのこ

とが分かる図面 

F 
災害対応LPガスシ

ステムの有無 

設備図、仕様書、カタ

ログ 
― 

災害対応 LP ガスシステムを採

用している場合は必要 

G 
地域貢献や先進的

取組み 

取組み内容を確認でき

る資料（協定書等） 
― 

独自の地域貢献や先進的取

組を行っている場合は必要 

注：図面等のエビデンスにおいて、確認事項について現状と異なる点がある場合には、その内容を明記すること 

（例：防水板や逆流防止弁等の新設や開口部の閉鎖・新設等） 

※無償オプション選択（浸水深 45cm での想定被害額の評価）を希望する場合は、下記資料の提出が必須 

要否 確認事項 エビデンスの例 明示を要する事項 備考 

選択 H 

建物の概算金額又

は再調達価格とそ

の内訳 

エンジニアリングレポ

ートにおける該当部分

の写し、または工事見

積内訳書の写し 

建築・電気・衛生・空調・昇

降 機・機械駐などの概算

金額又は再調達価格の内

訳 

― 

 

回答用スコアリングシートの回答内容については、評価機関が依頼者から提出されたエビデン

スに基づき、その正否を確認する。依頼者は回答用スコアリングシートとともに確認に必要なエ

ビデンスを評価機関及び認証機関に提出するものとする。 



2. 回答用スコアリングシート入力手引書の概要 

 9  

2.4 エビデンスに明示を要する事項 

A. 建物の高さ基準点とその標高（T.P.）に関するエビデンス 

【添付図書】 配置図、1 階平面図、断面図等 

（下記 2 の場合には、国土地理院地図のキャプチャー画像を併せて提出すること） 

【明示事項】 建物の高さの基準点とその標高（T.P.） 

1 建物の高さ基準点は、周辺地盤面付近の建物のレベル（グランドレベル（図面表記例：GL、設

計 GL、SGL、平均 GL）、1 階床レベル（図面表記例：1FL）等のうちグランドレベルと判断できる

レベル）または基準点（ベンチマーク（図面表記例：BM、KBM、TBM）等）とする。また、1 階床レ

ベルを高さの基準とする場合は、外部から浸水ルートを考慮し、最も浸水の恐れがある床レベ

ルを高さの基準とすること 

2 図面上に標高（T.P.）の記載がない場合には、標高（T.P.）のエビデンスとして、建物の高さ基準

点として設定した位置の標高（T.P.）を示した国土地理院地図 3) を併せて提出すること 

3 図面上の文字の判読が困難な場合は、依頼者が判読した内容をエビデンスに明示すること 

4 図面上に標高（T.P.）の記載がなく、関連する数値等から計算等により求める場合は、第三者が

再現できる形式で、その途中式を赤字にて記載すること 

5 建物の高さ基準点の標高（T.P.）の数値は小数第三位以下を切り捨てとすること 

 

【記載例 1】 竣工図に高さ基準点と標高（T.P.）が記載されている場合 

（図中の赤字記載は依頼者が明示すべき事項を示す） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

T.P.+31.639 

設計 GL=±0 

上記より、高さ基準点を 

GL＝T.P.+31.63 とする。 

図 2.4-1 基準点（GL）と標高（T.P.）の記載がある場合の建物の高さ基準の記載例 
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【記載例 2】 竣工図に GL 等の起点に標高（T.P.）で記載されていない場合 

（図中の赤字記載は依頼者が明示すべき事項を示す） 

 

BM の位置標高を地理院地図より T.P. 5.50m と推定、 
設計 GL＝ BM + 80 ㎜ のため、 

高さ基準点を 設計 GL＝T.P.5.50m + 0.08m ＝ T.P. 5.58m  とする。 

この地点の標高が不

明なため、地理院地

図で標高を確認 

図 2.4-2 BM の記載はあるが、標高（T.P.）の記載がない場合の記載例 

（標高（T.P.）のエビデンス（例：図 2.4-4）の添付を要する場合） 

断面図記載の正面玄関前に位置する西４丁目通りの T.P.を地理院地図より 
設計 GL 位置の標高を T.P.5.50m と推定、 

高さ基準点を 設計 GL＝ T.P. 5.50m とする。 

図 2.4-3  GL の記載はあるが、標高（T.P.）の記載がない場合の記載例 

（標高（T.P.）のエビデンス（例：図 2.4-4）の添付を要する場合） 
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①住所（住居表示）を入力 

②十字マークを図面上で仮定した位置に合わせる。 

③T.P.（標高）を読み取る。 

図 2.4-4 地理院地図 3) の記載例（標高（T.P.）の推定例） 
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B. 水防ラインの有無とその高さ、浸水ルート及び開口部の高さに関するエビデンス 

【添付図書】 配置図または 1 階平面図等、断面図または立面図等 

【明示事項】 水防ラインの位置とその高さ、最も低い開口部の位置とその形状 

1 平面図等においては、水防ラインを【緑色実線】、防水板を【赤色実線】、土嚢または水嚢を【緑

色破線のハッチング】でそれぞれ図示すること。 

2 断面図等においては、水防ラインの高さ（レベル）を【緑色実線】、最も低い開口部の外形を【赤

色実線】でそれぞれ図示すること。なお、参考として外水・内水氾濫に係る想定浸水位等を記

載する場合には、【前述の事項と異なる線色】で図示すること。 

注：計画認証で土嚢、水嚢の使用検討が行われていない場合は、計画（予定）の有無で回答して

ください。（未定の場合の図示は不要。） 
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【記載例】 

 

防水板(高さ 1m) 

防水板(高さ 1m) 

防水板(高さ 1m) 

土嚢 3 段積(高さ 0.45m) 

図 2.4-5 平面図を用いた水防ラインに関するエビデンスの記載例 

図 2.4-6 立面図を用いた水防ラインに関するエビデンスの記載例 

１ＦＬ：T.P.+2.50m 

水防ライン：T.P.+3.50m 

外水氾濫浸水深：T.P.+3.11m 

内水氾濫浸水深：T.P.+2.47m エントランス 機械式駐車場出入口 ごみ置場出入口 
通用口 

外水氾濫浸水位：T.P.+3.11m 

内水氾濫浸水位：T.P.+2.47m 
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2.5 評価結果に基づく認証グレード 

【解説】 

回答用スコアリングシートに回答された情報に基づき、評価機関が対象不動産の水害レジリエン

スに関するスコアを採点し、採点結果に応じて図 2.5-1 及び表 2.5-1 の通り評価する。認証グレー

ドは高い方から、Platinum（★★★★★）、Gold（★★★★）、Silver（★★★）、Bronze（★★）、

Standard（★）の 5 段階のグレードに区分、認証グレードが高いほどレジリエンスが高い不動産であ

ることを意味する。 

 

 

図 2.5-1 ResReal（水害版）における認証グレードの評価軸 
 

表 2.5-1 ResReal（水害版）における認証グレードの定義 

認証グレード レジリエンスに関する評価 スコア 

Platinum ★★★★★ レジリエンスが極めて高い 90 点以上 

Gold ★★★★ レジリエンスが大変高い 80 点以上、90 点未満 

Silver ★★★ レジリエンスが高い 65 点以上、80 点未満 

Bronze ★★ レジリエンスがやや高い 45 点以上、65 点未満 

Standard ★ レジリエンスが一般的である 15 点以上、45 点未満 

ResReal（水害版）では、回答用スコアリングシートに回答された情報を基に対象不動産の水害

レジリエンスのスコアを採点し、5 段階の認証グレードで評価する。 
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3. 回答用スコアリングシートの記載内容と回答方法（巻末見本も併せて参照のこと） 

3.1 回答上の注意事項 

【計画認証で参照する際の注意事項】 
 p.2「本書を計画認証用の回答用スコアリングシートの手引書として使用する場合」に記述の通

り、本手引書は基本的に「運用認証」を想定した語句で記述しているが、計画認証用の回答用

スコアリングシートの設問では、たとえば「～を計画していますか」「～を予定していますか」等の

ように、必要な箇所については計画認証を想定した語句に書き換えている。 

 計画認証における回答に際しては、運用後も実行される確度が高いものについてのみ「はい」

と回答すること。例えば、要件を満足するのに必要な設備等が用意されていない場合や、建物

竣工後の運営に必要な検討（例、緊急時連絡網のひな型や災害マニュアル案、防災備品リスト

等の作成）が全くされていない場合、また、必要な検討がされていてもそれを竣工後の建物所

有者に提供する予定がない場合には「いいえ」と回答すること。 

 
3.2 基本情報 

 

【設問の意図】 

 対象不動産について、評価対象を確定するとともにデータを管理することを目的として、基本

情報を確認する。 

【回答のポイント】 

 依頼時に認証機関に提出した物件情報等と「依頼者」、「物件名」及び「住所」への回答内容に

従い、認証書、評価レポート及び水害リスクレポートを発行する。本項目への記載は依頼時に

提出した物件情報等と合わせ、正確に記載すること。「住所」は住居表示、「物件名」は竣工後

の建物名称、その他事項は竣工図にて確認し回答する。 

 対象不動産が複数の棟や用途からなる場合、「用途」には最も主要な用途、「階数」には地上

階数が最も大きい棟の階数、「竣工年月」には最も古い棟の竣工年月、「延床面積」には全棟

の床面積の合計値をそれぞれ回答する。依頼者が対象不動産の区分所有者である場合、「物

件名」の末尾に『〇〇ビル（区分所有）』と記載し、依頼者が当該物件の区分所有者であること

を明示して回答する。また、「用途」には当該区分所有部分の主たる建物用途を、「延床面積」、

「階数」、「竣工年月」には対象不動産全体に関する数値等を回答する。

対象不動産

依頼者

物件名 竣工年月 年 月

住所（住居表示）

用途 延床面積 階数　 地上 地下
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3.3 水害リスク評価 

3.3.1 外水氾濫：頑強性（立地） 

 

【設問の意図】 

 外水氾濫について、立地の頑強性を評価することを目的として、水害リスクを確認する。 

 対象不動産が河岸侵食エリアに所在する場合、氾濫時に建物の基礎地盤の流出、またこれに

伴う建物損傷の可能性があるため、河岸侵食について確認する。 

【回答のポイント】 

 水害リスクレポート（見本は巻末の参考資料編を参照）の評価結果に基づき回答する。 

 

3.3.2 内水氾濫：頑強性（立地） 

 

【設問の意図】 

 内水氾濫について、立地の頑強性を評価することを目的として、水害リスクを確認する。 

【回答のポイント】 

 水害リスクレポート（見本は巻末の参考資料編を参照）の評価結果に基づき回答する。 

  

頑強性（立地）

問1 　想定最大規模の降雨時における外水氾濫のリスクに関して確認します。　　

①

②

問2 　年超過確率1/200（200年に一度）規模の降雨時における外水氾濫のリスクに関して確認します。

①

②

問3 　家屋倒壊等氾濫想定区域（河岸侵食エリア）に関して確認します。

①

問1①において外水氾濫のリスクがある場合、このときの最大浸水位（浸水面の標高（T.P.））は何ｍですか。

建物敷地内において、年超過確率1/200規模の降雨時における、外水氾濫のリスクはありますか。

問2①において外水氾濫のリスクがある場合、このときの最大浸水位（浸水面の標高（T.P.））は何ｍですか。

建物敷地の一部又は全部が、家屋倒壊等氾濫想定区域（河岸侵食エリア）にありますか。

建物敷地内において、想定最大規模の降雨時における、外水氾濫のリスクはありますか。

頑強性（立地）

問4 　想定最大規模の降雨時における内水氾濫のリスクに関して確認します。

①

②

建物敷地内において、想定最大規模の降雨時における、内水氾濫のリスクはありますか。

問4①において内水氾濫のリスクがある場合、このときの最大浸水位（浸水面の標高（T.P.））は何ｍですか。
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3.3.3 外水・内水氾濫共通：頑強性（立地・建物） 

 

【設問の意図】 

 外水氾濫（年超過確率 1/200）及び内水氾濫（想定最大規模）について、立地の頑強性を評価

することを目的として、立地や建物各部の高さと最大浸水位の関係を確認する。 

【回答のポイント】 

問 5 ① 竣工図にて建物の高さ基準点（GL=±0）として設定する位置の標高（T.P.）を確認し回

答する。 

高さ基準点の標高（T.P.）は、一般に建物の竣工図にある配置図や外構図、1 階平面図、

立面図に記載されている場合が多い。また、測量図（地積、確定、現況）と配置図を組

み合わせて確認できる場合もある。 

竣工図等で基準点の標高（T.P.）が確認できない場合は、前述の「2.3 評価に必要なエ

ビデンス」を参考に、地理院地図を用いて、建物の最も低い側のエントランス前面の道

路位置での標高（T.P.）を GL=±0 地点と想定して基準点の標高（T.P.）を求め回答する。 

（注：標高（T.P.）の確認に用いた図面等をエビデンスとして提出すること） 

② 次頁の図 3.3.3-1 の通り、竣工図（配置図、平面図または断面図）にて、外部から建物

内に水が浸入する経路を想定し、その経路内に存する最も低い開口部の下端と①の高

低差を確認し回答する。 

（注：開口部の位置や形状の確認に用いた図面等をエビデンスとして提出すること） 

 

注：計画認証においては「竣工図」を「図面」と読み替えること。 

上記で述べている図名の図面がない場合は、それに準じた図面で確認すること。 

また、確認した図面はエビデンスとして提出すること。 

頑強性（立地・建物） ※外水・内水氾濫のリスク （問1①及び問4①のいずれも）が「ない」 場合は回答不要

問5 　頑強性（立地）問２及び問４の浸水位と建物各部の高さを比較し、外水・内水の建物内への流入の可能性を確認します。

①

②

竣工図等において、建物敷地の基準点（GL=±0.00m）の標高（T.P.）は何mですか。
（※竣工図等で確認できない場合は、入力手引書の方法により算定した高さを記載してください。）
外部から建物内への水の侵入経路の高さ（問5①の高さと最も低い建物開口部の下端高さの差）は何ｍですか。（※
問5①の高さより下に開口部がある場合は、マイナス表記にしてください。）
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図 3.3.3-1 水の浸入経路（最も低い開口部下端の高さ）の回答方法 

 

 

Hn：開口部下端の高さ 
GL：グランドレベル 

※ 水の浸入経路の（最も低い開口部の下端）
高さは、建物周囲の地盤面の高さと、建物
内の床レベルの関係から判断する。 

▼GL±0.00m ▼H1=GL+0.10m 

▼H1=GL+1.00m 
 ▼GL±0.00m 

【例 1 一般的な場合】 
建物 1 階の出入口を最も低い開口部とする 
（最も低い開口部下端の高さ：H1=GL+0.10m） 

【例 3 地下に降りるスペースや階段がある場合】 
建物地下の出入口を最も低い開口部とする 

（最も低い開口部下端の高さ：H1=GL-3.50m） 

【例 2 GL より高い位置に出入口がある場合】 
建物 1 階の出入口を最も低い開口部とする 

（最も低い開口部下端の高さ：H1=GL+1.00m） 

▼GL±0.00m ▼H2=GL+0.10m 
▼H1=GL-3.50m 

平面図 

断面図 



3.回答用スコアリングシートの記載内容と回答方法 

18 

3.4 水害対策評価 

3.4.1 外水・内水氾濫共通：頑強性（立地・建物） 

 

【設問の意図】 

・ 外水氾濫及び内水氾濫について、建物の頑強性を評価することを目的として、水害リスクに

関する建物等の対策を確認する。 

【回答のポイント】 

問 6 ① 施設管理者等に、水防ラインを構築しているか否かを確認し回答する。 

（注：平面図等に水防ラインを明示した図面等をエビデンスとして提出する） 

② 竣工図（配置図、平面図、または断面図等）にて、水防ラインの高さを標高（T.P.）、また

は外部から水が浸入するルートにおける最も低い開口部の下端からの高さ（問5②の開

口部下端との高低差）を確認し回答する。 

  （注：通常の出入口の他、給排気口や通気口、メンテナンスハッチ等において、水が流入

する可能性を考慮して回答すること） 

③・④・⑤ 施設管理者等に確認し、該当する欄に回答する。 

（注：防水板が 1.00m、または土嚢が 0.45m を超える（資材等の性能以上の状況下で使

用する）場合は、カタログ等をエビデンスとして提出すること） 

（注：「水防ライン形成のための浸水防止用設備の種類と特徴」（P32）のうち、据え付け

タイプ、建具タイプ及びその他に類するものは③の「防水板の場合」に当たるものとし、

持ち運びタイプに類するものは④の「土嚢、水嚢の場合」に当たるものとして回答するこ

と） 

⑥ 施設管理者等に確認し、“自動／おおよそ 30 分以内／おおよそ 1 時間以内／1 時間

以上／不明・未確認” から選択して回答する。 

頑強性（立地・建物） ※外水・内水氾濫のリスク（問1①及び問4①のいずれも）が「ない」 場合は回答不要

問6 　立地及び建物の水防に関して確認します。

①

③

④

⑤

⑥

⑦

問7 　公共の雨水・下水本管から建物内への逆流を防止する対策に関して確認します。

①

②

③

②

水防ラインを構築していますか。

水防ラインに防水板を使用している場合、防水板の高さは1.00m以下ですか。

水防ラインに土嚢又は水嚢を使用している場合、土嚢又は水嚢の高さは0.45m以下ですか。

水防ラインの高さは何mですか。

問7①で逆流防止対策をしている場合、当該設備に関して緊急対応マニュアルに逆流防止弁、止水弁等の運用に関す
る規程はありますか。

公共の雨水・下水本管から建物内への逆流防止対策（逆流防止弁、止水弁、又はこれに代わる設備を設置）　又
は、公共の雨水・下水本管へ放流せず敷地内処理をしていますか。

水防ラインの構築に関して、どのくらいの時間を要しますか。

水防ラインの構築に関して、年1回以上の動作確認又は設置訓練を行っていますか。

※右のいずれかの高さをご記入ください
※両方記入した場合は、標高（T.P.）にて評価します。 問5②”開口部最下端”からの高さを記入　→

標高（T.P.）を記入　　　　　　　　　　　　 →

水防ラインに防水板や、土嚢、水嚢等を使用するが、その高さが回答欄の選択肢を超える（問6③又は④の回答が「い
いえ」）場合、性能書や組み方の仕様書の添付により安全性を説明できますか。
（※「はい」の場合は、エビデンス資料として性能書等を添付してください。）

問7①で逆流防止対策をしている場合、当該設備に関して年１回以上の動作確認又は操作訓練を実施していますか。
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⑦ 施設管理者等に確認し回答する。 

問 7 ① 図面または施設管理者等に確認し、 “はい（逆流防止対策をしています）／はい（敷地

内処理をしています）／いいえ（どちらにも該当しません）” から選択して回答する。 

（注：雨水貯留槽への逆流については、水防ライン外側からの流入ルートや、外構桝か

らの逆流防止対策の有無についても確認し回答すること） 

（注：逆流防止弁の位置が記載されている排水系統図等をエビデンスとして提出するこ

と） 

② 施設管理者等に確認し回答する。 

③ 施設管理者等に確認し回答する。 

 

3.4.2 外水氾濫：頑強性（建物） 

 

【設問の意図】 

 外水氾濫による建築設備（以下「設備」という。）への浸水被害は、発災後の建物の機能低下を

招き、レジリエンスを低下させる。外水氾濫について、設備に対する浸水被害の可能性を評価

することを目的として、外水氾濫時の最大浸水位に対する、設備の有無及び設置高さ、水防ラ

インとの平面位置関係及び高さ位置関係をそれぞれ確認する。 

【回答のポイント】 

 次頁の図 3.3.4-1を参考に、竣工図や現地調査にて、設備の有無及び浸水位との高さ位置関

係、設備と水防ラインとの平面位置関係（設備は水防ラインの内側にあるか、外側にあるか）、

水防ラインと最大浸水位の高さ位置関係（水防ラインは最大浸水位より上にあるか、下にあるか）

を確認し回答する。 

頑強性（建物） ※外水氾濫のリスク（問2①）が 「ない」 場合は回答不要

問8

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

※当該部が最大浸水位より上の場合はプラス、下の場合はマイナスとして表示
※設備機器単体の水防ラインがある場合、又は基礎で嵩上げしている場合等は、
　 左記によらず、各々の水防ラインや嵩上げ高さ等から下記の評価を行ってください。

消火用防災設備（屋内消火栓・スプリンクラー等の制御盤）

非常用発電機

基準点（GL=±0）
-

給水設備（受水槽、ポンプ）

地域冷暖房供給会社

機械式駐車場

エレベータ着床階

通信設備（MDF）

ガス設備（マイコンメータ）

空調設備（ポンプ、熱交換器含む）

設置高さ評価 水防ライン平面評価 水防ライン高さ評価

　年超過確率1/200規模の降雨時に関して、各種設備と最大浸水位（浸水面の標高）及び水防ラインとの高さと位置を確認します。

設備機器等

連絡、避難用防災設備（自動火災報知設備、非常放送設備）

電力会社借室（変電所を含む）

受変電設備（特高・高圧・引込開閉器を含む）

水防ライン開口部最下端
参考）最大浸水位から建物各部の高さ（上記設問の回答から自動計算）※

--
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 竣工図にて機械式駐車場（多段式、タワーパーキング）の入口の高さを確認し回答する。 

 設備ごとに個別に止水対策を行っている（例えば、個別に水防ラインを設けている、基礎を嵩

上げしている、止水壁や水密扉の設置が行われている、あるいは防水加工等が施されている）

場合は、設備ごとに個別に評価する。 

 （注：設備ごとの止水対策が分かる図面等をエビデンスとして提出すること） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3.4-1 設備に関する平面的位置関係及び高さ位置関係に関する回答方法 

 
 浸水位=GL+0.80m 

 ▼H=GL+0.50m 

 ▼H=GL+0.50m 
 浸水位=GL+0.80m 
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3.4.3 内水氾濫：頑強性（建物） 

 
【設問の意図】 

 内水氾濫による設備への浸水被害は、外水氾濫と同様に発災後の建物の機能低下を招き、レ

ジリエンスを低下させる。設備に対する浸水被害の可能性を評価することを目的として、内水氾

濫時の最大浸水位に対する、設備の有無及び設置高さ、水防ラインとの平面位置関係及び高

さ位置関係をそれぞれ確認する。 

【回答のポイント】 

 前述の図 3.3.4-1 を参考に、竣工図や現地調査にて、設備の有無及び最大浸水位との高さ位

置関係、設備と水防ラインとの平面位置関係（設備は水防ラインの内側にあるか、外側にある

か）、水防ラインと最大浸水位の高さ位置関係（水防ラインは最大浸水位より上にあるか、下に

あるか）を確認し回答する。 

 設備ごとに個別に止水対策を行っている（例えば、個別に水防ラインを設けている、基礎を嵩

上げしている、止水壁や水密扉の設置が行われている、あるいは防水加工等が施されている）

場合は、設備ごとに個別に評価する。 

（注：設備ごとの止水対策が分かる図面等をエビデンスとして提出すること） 

 

  

頑強性（建物） ※内水氾濫のリスク（問4①）が 「ない」 場合は回答不要

問9

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

※設備機器単体の水防ラインがある場合、又は基礎で嵩上げしている場合等は、
　 左記によらず、各々の水防ラインや嵩上げ高さ等から下記の評価を行ってください。

※当該部が最大浸水位より上の場合はプラス、下の場合はマイナスとして表示
基準点（GL=±0）

ガス設備（マイコンメータ）

給水設備（受水槽、ポンプ）

設備機器等

参考）最大浸水位から建物各部の高さ（上記設問の回答から自動計算）※

機械式駐車場

エレベータ着床階

通信設備（MDF）

水防ライン
-

開口部最下端
-

地域冷暖房供給会社

空調設備（ポンプ、熱交換器含む）

消火用防災設備（屋内消火栓・スプリンクラー等の制御盤）

非常用発電機

連絡、避難用防災設備（自動火災報知設備、非常放送設備）

電力会社借室（変電所を含む）

受変電設備（特高・高圧・引込開閉器を含む）

設備高さ評価 水防ライン平面評価 水防ライン高さ評価

　想定最大規模の降雨時に関して、各種設備と最大浸水位（浸水面の標高）及び水防ラインとの高さと位置を確認します。

-
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3.5 外水・内水氾濫共通 
（1）冗長性 

 

【設問の意図】 

 外水氾濫及び内水氾濫に対する建物の冗長性を評価することを目的として、停電時、給排水

ガス遮断時、敷地内雨水処理途絶時の余剰設備の有無を確認する。 

 自然換気の冗長性は、災害時でも CO2 濃度を上げないための手段があるか否か、また、感染

症等の予防手段として有効な換気設備があるか否かを確認する。 

【回答のポイント】 

 以下の事項に留意して、竣工図にて設備仕様等を確認または施設管理者等へ確認し回答す

る。 

（電気設備） 

問 10 ① 電気設備図（受変電設備単線結線図）を確認する。 

② 共用部の排煙設備や消防設備の電源として供給される非常用発電機は除く。 

但し、保安用電源と兼用している発電機は“ある”として回答する。 

③ 専有部の排煙設備や消防設備の電源として供給される非常用発電機は除く。 

但し、保安用電源と兼用している発電機は“ある”として回答する。 

④ 都市ガスから供給される中圧ガスを燃料としたコジェネレーション設備を指す。 

 

 

  

冗長性

問10 　停電時の対策に関して確認します。

①

②

③

④

⑤

問11 　給排水ガス遮断時の対策について確認します。

①

②

③

④

⑤

⑥

問12 　敷地内雨水処理

①

問13 　自然換気

①

受電方式は、本線・予備電源、本線・予備線、スポットネットワーク、ループ受電のいずれかに該当しますか。

共用部に供給する電力の保安用自家用発電機（BCP用等）がありますか。

専有部に供給する電力の保安用自家用発電機（BCP用等）がありますか。

停電時に利用可能なコジェネレーション設備がありますか。

専有部等、災害時に人が滞留する場所に、手動開閉可能な窓、換気口、又はこれらに類する開口部（排煙窓や非常
進入口専用窓等）がありますか。

停電時に利用可能な創エネ設備（太陽光、風力発電等）がありますか。

受水槽・高架水槽（上水用）がありますか。

井水を利用していますか。

中水を利用していますか。

断水時に利用できるトイレ（常時設置されたトイレに限る）がありますか。

災害対応型LPガスシステムがありますか、又はガスを利用せずに建物の運営を維持できますか。

建物外からの逆流の恐れがない雨水貯留槽はありますか。

建物外からの逆流の恐れがない汚水排水槽はありますか。
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（給排水ガス） 

問 11 ① 断水時でも使用できる上水（受水槽・高架水槽）があるか。 

② 断水時でも使用できる井水があるか。 

③ 断水時でも使用できる中水があるか。 

④ 外部に排水できない状況下で上水を使用できるか。 

⑤ タンク式のトイレは除く。 

⑥ 災害対応 LP ガスシステムを採用しているか。 

（注：災害対応 LP ガスシステムを採用している場合は、それが分かる図面等をエビデ

ンスとして提出する） 

 

（2）即応性 

 

【設問の意図】 

 外水氾濫及び内水氾濫に対して、発災時に被害を最小限に留め、復旧または事業継続を早

期化する体制が整備されているか、災害時の即応性を評価することを目的として、災害時対応

人員、体制、事前準備、訓練・テナント周知について確認する。 

【回答のポイント】 

 施設管理者等へ確認し回答する。 

 問 14①については、 “24 時間常駐しており常に浸水対策を実施できる／日中常駐しており、

事前に浸水対策を実施できる／常駐していないが、事前に浸水対策を実施できる／常駐して

いないし、事前準備もできない” から選択して回答する。 

 問 15②については、 “テナントも参加し実施している／テナント不参加で実施している／実施

していない” から選択して回答する。 

 

  

即応性

問14 　災害時の対応人員、体制、事前準備に関して確認します。

①

②

③

④

⑤

⑥

問15 　訓練・テナント周知に関して確認します。

①

②

③

④

水害訓練の手順は、防災マニュアルやタイムラインを元に実施していますか。

水害訓練の体制は、防災マニュアル、BCPやタイムラインに記載された体制で実施していますか。

ハザードマップをテナントへ周知（配布又は掲示）していますか。

避難場所をテナントへ周知（配布又は掲示）していますか。

緊急連絡網が毎年更新されていますか。

災害時対応人員（運用者・管理者・オペレーター等）は、常駐していますか。

水害用の防災マニュアルがありますか。

タイムラインが作成されていますか。

BCP（事業継続計画）がありますか。

（テナント担当者への連絡先を含めたもの）

（テナントへの対応を含めたもの）

（テナントへの対応を含めたもの）

（テナントへの対応を含めたステージごとの対策）

竣工図（データ含む）を完備していますか。
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（3）代替性 

 
 
 
 
 
 
 
 

【設問の意図】 

 外水氾濫及び内水氾濫に対する建物の代替性を評価することを目的として、災害対策備品の

整備及び点検状況を確認する。 

【回答のポイント】 

 施設管理者等へ確認し回答する。 

 災害対策備品等の内容については、【参考資料編】の用語集を参考に回答する。 

 点検状況の欄については、 “年に一度以上点検を実施／数年おき、不定期に実施／未実施” 

から選択して回答する。 

 

（4）先進的取組・地域貢献 

 

【設問の意図】 

 外水氾濫及び内水氾濫に対する取組みの先進性を評価することを目的として、地域貢献や先

進的な取組みの有無及びその内容について確認する。 

【回答のポイント】 

 施設管理者等に確認し回答する。 

 問 17①～⑥以外の取組みがある（例えば、先端技術を活用したハード対策、センサーを用い

た警報システムや予測システムの導入、エレベータの浸水対策、水害に関する地域貢献を目

的とした③～⑤以外の地域協定を結んでいる）場合は、⑦の自由記述欄に回答する。 

（注：⑦に回答する場合には、取組みの内容等を示す資料をエビデンスとして提出すること） 

先進的取組・地域貢献

問17 　先進的取組や地域貢献に関して確認します。

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

雨水貯留施設（遊水地、雨水貯留槽等）を法定の基準を超えて設置していますか。

浸透桝（雨水貯留浸透槽を含む）、透水性アスファルト舗装や緑地エリアを法定の基準を超えて設置していますか。

地域住民や帰宅困難者等を対象とした災害時の避難施設を設置し、地域と協定等を締結していますか。

地域住民や帰宅困難者等を対象とした食料品等を備蓄し、地域と協定等を締結していますか。

災害時に地域の拠点（行政等の災害対策拠点）として使用する協定を結んでいますか。

災害予知システム（外水氾濫又は内水氾濫の発生に先立ち事前にリスクを通知するシステム）を構築・活用していますか。

その他、先進的取組・地域貢献等はあります
か。（自由記述）

代替性

問16 　災害対策備品等の整備・点検状況に関して確認します。

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

復旧設備（自由記述）

避難設備（自由記述）

情報備品（自由記述）

衛生備品（自由記述）

防寒備品（自由記述）

食料品　（自由記述）

他汎用品（自由記述）

災害対策備品等 整備している設備・備品　　※入力手引書参照 点検状況



 

 
 

 

 

 

 

 

 

【参考資料編】 
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1. 用語及び基準解説集（順不同） 

 
用  語 解     説 

外水氾濫  河川氾濫（溢流、破堤）に伴い生じる洪水 

内水氾濫  市街地における降雨が雨水の排水処理能力を超える場合、あるいは河川が溢れた状

態において河川放流が出来ないことで生じる洪水 

外水氾濫に関する 

評価基準 

 外水氾濫においては、各河川において、想定最大規模（概ね年超過確率 1/1000 以

上）及び、計画規模（河川により概ね年超過確率 1/100～1/200）で想定される浸水深

が、洪水浸水想定区域図（洪水ハザードマップ）として公開されている。昨今、令和元

年東日本台風（2019 年台風 19 号）の接近、通過に伴う静岡県や関東甲信越～東北

地方の豪雨や 2020 年の熊本県を中心に発生した集中豪雨のように日本各地で計画

規模に迫る豪雨が発生し、水害被害が発生していることから、重要度の高い河川の計

画規模とされる 1/200 を採用し、年超過確率 1/200 の際の最大浸水位を外水氾濫の

評価基準とした。（計画規模が年超過確率 1/100 または年超過確率 1/150 となる河川

の場合は、計画規模の最大浸水位と想定最大規模の最大浸水位から内挿（年超過確

率の常用対数と最大浸水位の関係から直線補間）し求める。なお、敷地において想定

最大規模で浸水が想定されていない場合は、「水害リスクがない」として評価を行う。こ

のため、評価基準は年超過確率 1/200 で想定される最大浸水位とするものの、想定最

大規模の最大浸水位も確認する。 

内水氾濫に関する 

評価基準 

 内水氾濫においては、現在、全国一律の規模（年超過確率）での浸水・被害想定の検

討は行われていないため、全国内水リスクモデルを用いて算定することとした。昨今は

各地で地域ごとの想定最大規模に迫るゲリラ豪雨が発生しているため、全国内水リスク

モデルに想定最大規模の降水量を与えた際に算定される最大浸水位を評価基準とし

た。但し、当該自治体等で内水を考慮した浸水想定区域図が作成されている場合は、

株式会社建設技術研究所が保有する全国内水リスクモデルによる最大浸水位と比較

し、いずれか大きい方を評価基準とする。 

最大浸水位、浸水

面及び浸水深 

 外水氾濫や内水氾濫により、浸水した場合の水面を浸水面と呼び、この浸水面の高さ

を最大浸水位と呼ぶ。また敷地の地盤高と、浸水位の高低差を浸水深と呼ぶ。 

 

 

最大浸水位、浸水面及び浸水深の説明図 

 （最高浸水位） 

地盤高 
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用  語 解     説 

想定最大規模  年超過確率 1/1000（1000 年に 1 度の降雨量）か、それよりも低い確率頻度で想定され

る対象降雨の規模のこと。想定最大規模の浸水想定区域図は、想定最大規模の降雨

が発生した場合に想定される浸水区域を表す。 

計画規模  河川の重要度に応じて設定される、河川の洪水防御計画の対象降雨の規模のこと。

利根川・荒川・木曽川・淀川等の大都市部を流れる河川は、重要度 A 級の河川であり

年超過確率 1/200、その他の一級河川は概ね年超過確率 1/100～1/150 とされる。 

 

標高（T.P.）  我が国の測量の基準となる水準点とされる東京

湾平均海面（T.P.）（Tokyo Peil の略、ティーピ

ーと呼ぶ）を基準とした標高のこと。T.P.〇m と

記載される。なお、その他に大阪湾工事基準面

（O.P.）、江戸川工事基準面（Y.P.）、荒川工事

基準面（ A.P. ） 等がある。東京湾平均海面

（T.P.）との関係は右図の通りで、例えば O.P. 

1.0m = T.P.-0.3m として換算できる。   

                     

河岸侵食エリア  洪水時に家屋の流失・倒壊をもたらすような河岸侵食が発生する恐れがある範囲のこ

と。正式名称は「家屋倒壊等氾濫想定区域（河岸侵食）」。その他、洪水時に家屋の流

失・倒壊をもたらすような氾濫流が発生する恐れがある範囲を示す「家屋倒壊等氾濫

想定区域（氾濫流）」があり、この2つが洪水浸水想定区域図に記載されている。 

 氾濫流による家屋倒壊等氾濫想定区域は、一般的な木造 2 階建て家屋を想定して倒

壊等の危険性を示すのに対し、河岸侵食による家屋倒壊等氾濫想定区域は、家屋本

体の構造によらず倒壊・流出の危険性があることを示すものである。そのため、木造以

外の建物を主たる評価対象とする ResReal（水害版）では、「家屋倒壊等氾濫想定区域

（河岸侵食）」を評価基準とする。 

 家屋倒壊等氾濫想定区域については、国土交通省が公開する「わがまちハザードマ

ップ 」4) における洪水ハザードマップで確認できる。 

出典：国土交通省資料 5) 

出典：国土交通省資料 12) 
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用  語 解     説 

水防ライン  建物への浸水を防止することを目標として設定するラインのこと。ライン上の全ての浸

水経路において、防水板の設置等の浸水対策を行い、ライン内側への浸水を防止す

ることを目的として、建物や重要設備、敷地等の外周を囲むように設定される。 

（注：下図の「からぼり嵩上げ」は、からぼり（ドライエリア）周囲の土留壁等の立ち上がり

を意味する。） 

出典：国土交通省資料 8) 

 水防ラインを構成する防水板等は設置位置に留意する必要がある。下図左側の悪い

例では、地上で防水板を設けているが、埋設配管が地下で繋がっており、外部からの

浸水を防ぐことができないため、水防ラインとして認められない。それに対し右側の良

い例は、地上に防水板を設けるとともに、地下の埋設配管に止水弁を設けることで、外

部からの浸水を防ぐことができるため、水防ラインとして認められる。 

     

    悪い例                       良い例 
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用  語 解     説 

逆流防止弁 

 

 浸水時、公共インフラである雨水本管や下水道本管から溢れた水が、配管を通って逆

流し対象建物への流入防止を目的として設置される機器（弁）のこと。逆止弁、チャッ

キ弁等とも呼称される。外部（直接放流している公共インフラ本管等）からの逆流を防

止することで、建物内に存する雨水・汚水槽や設備機器等から雨水や汚水が吹き出す

ことを予防できる。 

 ResReal（水害版）では、同様の目的で配管や排水桝に設置する逆流防止弁の他、貯

留槽に流入する管の途中に止水弁とオーバーフロー管への分岐を設け、貯留槽が満

水になる前に止水弁を閉めることで、オーバーフロー管を通して水防ライン外に逆流

水を流し、貯留槽への流入を止める場合（下図、設置写真参照）も逆流防止弁に類す

るものとして扱う。 

逆流防止弁の設置イメージ 

止水弁を用いた逆流防止対策の例 8) 

土嚢と水嚢  土嚢（どのう）とは、小規模な水害対策として利用される、袋に土砂を入れた嚢（のう）の

こと。水嚢（すいのう）とは、土砂に代わり、水を注入した嚢（のう）のこと。 

（注：写真は参考例であり、当該製品の利用を推奨するものではない。） 

               土嚢 6)                  水嚢 7) 
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用  語 解     説 

冗長性  ある機能と同等またはそれを補う機能を施設に重複して持たせ、有事の際に機能に支

障を与えない状態とその度合いを冗長性（リダンダンシー）と呼ぶ。冗長性を高めること

で、レジリエンスが向上する。 

代
替
性 

復旧設備  浸水したエリアを応急処置的に隔離する資材や機材、あるいは電源確保のための可

搬式の非常用発電機や排水ポンプ等、応急復旧に資する設備等をいう。 

避難設備  浸水時に建物の上階に避難する際等、避難路を確保するために水の浸入を防止する

ための止水板や土嚢等をいう。また夜間避難を考えると、防災用ハンマー、スコップ、

懐中電灯、拡声器等も避難設備に該当する。 

情報備品  スマートフォンや携帯電話、MCA 無線、衛星電話、防災ラジオ等、被害情報や避難情

報を収集する機器をいう。なお、情報設備に係る充電設備、電池、蓄電設備等も情報

備品に含まれる。 

衛生備品  仮設トイレ、簡易トイレ、非常用トイレ（非常用排水槽を備えたトイレ）、おむつ、生理用

品等、下水道等が使用できない際に使用する備品をいう。 

防寒備品  防寒着や災害用ブランケット、マット、毛布、寝具等が該当する。 

食料品  水（ペットボトル等）、非常食、離乳食、粉ミルク等がある。 

他汎用品  施設の用途に応じて必要な備品（常備薬、担架、車いす、ビニール袋等）が該当する。 

防災マニュアル  広義には事前の防災行動も含まれるが、一般的には発災後（事後）の人命及び財物

保護、または減災のための行動をまとめたマニュアルを意味し、自然災害を対象とす

る。 

BCP  Business Continuity Plan（事業継続計画）の略称。防災マニュアルが自然災害を対象

としているのに対し、BCP は自然災害だけでなく、事故、テロ等、企業の重要業務の事

業継続に影響を与えるあらゆる事象を対象に、発災後の行動をまとめた計画をいう。

BCP では人命・財物保護に加え、重要業務の事業継続及び早期復旧を目的としてい

る。 

タイムライン 9)  タイムラインとは、災害の発生を前提に、防災関係機関が連携して災害時に発生する

状況を予め想定し共有した上で、「いつ」、「誰が」、「何をするか」に着目して、防災行

動とその実施主体を時系列で整理した計画。防災行動計画とも呼ばれる。 
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2. 水防ライン形成のための浸水防止用設備の種類と特徴 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-1 浸水防止用設備の種類と特徴 10)
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3. 参考：最大浸水深および最大浸水位の確認方法 

 立地における浸水深については依頼者においても浸水ナビ（地点別浸水シミュレーション検索シ

ステム（国土交通省））11)を用いて確認することもできる。浸水ナビにより、想定最大規模の場合と計

画規模の2ケースの浸水深が確認が可能である。なお、浸水位は浸水深に地盤高（指定地点の標

高）を足すことにより算出可能である。 

浸水深を算定する地点を選ぶ際は、接面道路・敷地境界・敷地内にて、一番低いと思われる場

所（浸水している箇所）を検索することとする。但し、河川の計画規模は概ね年超過確率 1/100～

1/200 の範囲で河川により異なっている。計画規模が年超過確率 1/200 ではない場合、本評価で

採用する 1/200の浸水深は計画規模の浸水深と想定最大規模の浸水深との関係性から評価機関

にて算出する。 

 以降に浸水ナビによる浸水深の確認手順を示す。 

 

手順①：浸水ナビの画面を表示する。 

      なお、以下の手順に進むため、図中にある解説の操作を行う。 
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手順②：図中の解説に従い、想定最大規模の浸水深を確認する。 
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当該地点の最大浸水位は標高 8.54m となる。（=浸水深(5.54m)＋指定地点の標高(T.P.3m)） 
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手順③：図中の解説に従い、計画規模の浸水深を確認する。  
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当該地点の最大浸水位は標高 6.085m となる。（=浸水深(0.285m)＋指定地点の標高(T.P.5.8m)） 
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【水害リスクレポートの見本】 

 

 



 

 

 
  



 

 

 

  



 

 

 

  



 

 

 

  



 

 

 

 

  

回答用スコアリングシート

で参照する情報 



 

 

【回答用スコアリングシートの見本】 

 
  

【水害リスク評価】 

ResReal 不動産レジリエンス認証（水害版）回答用スコアリングシート
手引書の記載をよく読み、必要資料等を確認の上、以下の問にお答えください。

【基本情報】 SCFL-v01.01

対象不動産

依頼者

物件名 竣工年月 年 月

住所（住居表示）

用途 延床面積 階数　 地上 地下

【水害リスク評価】
外水氾濫 水害リスクレポートの記載に基づき回答をご入力ください。

頑強性（立地）

問1 　想定最大規模の降雨時における外水氾濫のリスクに関して確認します。　　

①

②

問2 　年超過確率1/200（200年に一度）規模の降雨時における外水氾濫のリスクに関して確認します。

①

②

問3 　家屋倒壊等氾濫想定区域（河岸侵食エリア）に関して確認します。

①

内水氾濫 水害リスクレポートの記載に基づき回答をご入力ください。

頑強性（立地）

問4 　想定最大規模の降雨時における内水氾濫のリスクに関して確認します。

①

②

外水・内水氾濫共通
頑強性（立地・建物） ※外水・内水氾濫のリスク （問1①及び問4①のいずれも）が「ない」 場合は回答不要

問5 　頑強性（立地）問２及び問４の浸水位と建物各部の高さを比較し、外水・内水の建物内への流入の可能性を確認します。

① 敷地の配置図、平面図、または断面図に記述されている場合が多い。図面等の資料がない場合は、地理
院地図（国土地理院）で調べる。また調べた図面等をエビデンスとして添付

② 敷地の配置図、平面図、または断面図に記述されている場合が多い。また調べた図面等をエビデンスとして
添付

【水害対策評価】
外水・内水氾濫共通
頑強性（立地・建物） ※外水・内水氾濫のリスク（問1①及び問4①のいずれも）が「ない」 場合は回答不要

問6 　立地及び建物の水防に関して確認します。

① 施設管理者等に確認し記述。水防ラインは平面図に図示して添付
敷地の配置図、平面図、または断面図に記述されている場合が多い。また調べた図面等をエビデンスとして
添付
同上

③ 施設管理者等に確認し記述（注：1.0m、または土嚢が0.45mを超える場合は、カタログなど、それを証
明するエビデンスが必要）

④ 同上

⑤ エビデンスの添付、未添付を選択

⑥ 施設管理者等に確認し選択

⑦ 同上

問7 　公共の雨水・下水本管から建物内への逆流を防止する対策に関して確認します。

① 施設管理者等に確認し記述（注：逆流防止弁の位置が記述されている排水関係の設備図を添付）

② 施設管理者等に確認し選択

③ 同上

外水氾濫
頑強性（建物） ※外水氾濫のリスク（問2①）が 「ない」 場合は回答不要

問8

① 年超過確率1/200規模の降雨時に関して、各種設備と最大浸水位及び水防ラインとの高さと位置を選択

② 同上

③ 同上

④ 同上

⑤ 同上

⑥ 同上

⑦ 同上

⑧ 同上

⑨ 同上

⑩ 同上

⑪ 同上

⑫ 同上

内水氾濫

外部から建物内への水の侵入経路の高さ（問5①の高さと最も低い建物開口部の下端高さの差）は何ｍですか。
（※問5①の高さより下に開口部がある場合は、マイナス表記にしてください。）

水防ラインに防水板や、土嚢、水嚢等を使用するが、その高さが回答欄の選択肢を超える（問6③又は④の回答が
「いいえ」）場合、性能書や組み方の仕様書の添付により安全性を説明できますか。
（※「はい」の場合は、エビデンス資料として性能書等を添付してください。）

問7①で逆流防止対策をしている場合、当該設備に関して年１回以上の動作確認又は操作訓練を実施しています
か。

--

建物敷地内において、想定最大規模の降雨時における、外水氾濫のリスクはありますか。

公共の雨水・下水本管から建物内への逆流防止対策（逆流防止弁、止水弁、又はこれに代わる設備を設置）
又は、公共の雨水・下水本管へ放流せず敷地内処理をしていますか。

水防ラインの構築に関して、どのくらいの時間を要しますか。

水防ラインの構築に関して、年1回以上の動作確認又は設置訓練を行っていますか。

※右のいずれかの高さをご記入ください
※両方記入した場合は、標高（T.P.）にて評価します。 問5②”開口部最下端”からの高さを記入　→

標高（T.P.）を記入　　　　　　　　　　　　 →

連絡、避難用防災設備（自動火災報知設備、非常放送設備）

電力会社借室（変電所を含む）

受変電設備（特高・高圧・引込開閉器を含む）

水防ライン開口部最下端
参考）最大浸水位から建物各部の高さ（上記設問の回答から自動計算）※

設置高さ評価 水防ライン平面評価 水防ライン高さ評価

問7①で逆流防止対策をしている場合、当該設備に関して緊急対応マニュアルに逆流防止弁、止水弁等の運用に
関する規程はありますか。

　年超過確率1/200規模の降雨時に関して、各種設備と最大浸水位（浸水面の標高）及び水防ラインとの高さと位置を確認します。

設備機器等

空調設備（ポンプ、熱交換器含む）

竣工図等において、建物敷地の基準点（GL=±0.00m）の標高（T.P.）は何mですか。
（※竣工図等で確認できない場合は、入力手引書の方法により算定した高さを記載してください。）

給水設備（受水槽、ポンプ）

地域冷暖房供給会社

機械式駐車場

エレベータ着床階

通信設備（MDF）

ガス設備（マイコンメータ）

問1①において外水氾濫のリスクがある場合、このときの最大浸水位（浸水面の標高（T.P.））は何ｍですか。

建物敷地内において、年超過確率1/200規模の降雨時における、外水氾濫のリスクはありますか。

問2①において外水氾濫のリスクがある場合、このときの最大浸水位（浸水面の標高（T.P.））は何ｍですか。

建物敷地の一部又は全部が、家屋倒壊等氾濫想定区域（河岸侵食エリア）にありますか。

建物敷地内において、想定最大規模の降雨時における、内水氾濫のリスクはありますか。

問4①において内水氾濫のリスクがある場合、このときの最大浸水位（浸水面の標高（T.P.））は何ｍですか。

水防ラインを構築していますか。

水防ラインに防水板を使用している場合、防水板の高さは1.00m以下ですか。

水防ラインに土嚢又は水嚢を使用している場合、土嚢又は水嚢の高さは0.45m以下ですか。

水防ラインの高さは何mですか。
②

※当該部が最大浸水位より上の場合はプラス、下の場合はマイナスとして表示
※設備機器単体の水防ラインがある場合、又は基礎で嵩上げしている場合等は、
　 左記によらず、各々の水防ラインや嵩上げ高さ等から下記の評価を行ってください。

消火用防災設備（屋内消火栓・スプリンクラー等の制御盤）

非常用発電機

基準点（GL=±0）
-

【水害対策評価】 

【水害リスク評価】 



 

 

 

 

内水氾濫
頑強性（建物） ※内水氾濫のリスク（問4①）が 「ない」 場合は回答不要

問9

① 年超過確率1/200規模の降雨時に関して、各種設備と最大浸水位及び水防ラインとの高さと位置を選択

② 同上

③ 同上

④ 同上

⑤ 同上

⑥ 同上

⑦ 同上

⑧ 同上

⑨ 同上

⑩ 同上

⑪ 同上

⑫ 同上

設備高さ評価 水防ライン平面評価 水防ライン高さ評価

　年超過確率1/200規模の降雨時に関して、各種設備と最大浸水位（浸水面の標高）及び水防ラインとの高さと位置を確認します。

-
水防ライン

-
開口部最下端

-

地域冷暖房供給会社

空調設備（ポンプ、熱交換器含む）

消火用防災設備（屋内消火栓・スプリンクラー等の制御盤）

非常用発電機

連絡、避難用防災設備（自動火災報知設備、非常放送設備）

電力会社借室（変電所を含む）

受変電設備（特高・高圧・引込開閉器を含む）

機械式駐車場

エレベータ着床階

通信設備（MDF）

設備機器等

参考）最大浸水位から建物各部の高さ（上記設問の回答から自動計算）※

※設備機器単体の水防ラインがある場合、又は基礎で嵩上げしている場合等は、
　 左記によらず、各々の水防ラインや嵩上げ高さ等から下記の評価を行ってください。

※当該部が最大浸水位より上の場合はプラス、下の場合はマイナスとして表示
基準点（GL=±0）

ガス設備（マイコンメータ）

給水設備（受水槽、ポンプ）

外水・内水氾濫共通
冗長性

問10 　停電時の対策に関して確認します。

① 施設管理者等に確認し選択

② 同上

③ 同上

④ 同上

⑤ 同上

問11 　給排水ガス遮断時の対策について確認します。

① 施設管理者等に確認し選択

② 同上

③ 同上

④ 同上

⑤ 同上

⑥ 同上

問12 　敷地内雨水処理

① 施設管理者等に確認し選択

問13 　自然換気

① 施設管理者等に確認し選択

即応性

問14 　災害時の対応人員、体制、事前準備に関して確認します。

① 施設管理者等に確認し選択

② 同上

③ 同上

④ 同上

⑤ 同上

⑥ 同上

問15 　訓練・テナント周知に関して確認します。

① 施設管理者等に確認し選択

② 同上

③ 同上

④ 同上

代替性

問16 　災害対策備品等の整備・点検状況に関して確認します。

① 施設管理者等に確認し記述・選択

② 同上

③ 同上

④ 同上

⑤ 同上

⑥ 同上

⑦ 同上

先進的取組・地域貢献

問17 　先進的取組や地域貢献に関して確認します。

① 施設管理者等に確認し選択（注：適宜、エビデンスを添付）

② 同上

③ 同上

④ 同上

⑤ 同上

⑥ 同上

⑦ 施設管理者等に確認し記述（注：適宜、エビデンスを添付）

災害対策備品等 整備している設備・備品　　※入力手引書参照 点検状況

その他、先進的取組・地域貢献等はあります
か。（自由記述）

災害予知システム（外水氾濫又は内水氾濫の発生に先立ち事前にリスクを通知するシステム）を構築・活用していますか。

建物外からの逆流の恐れがない汚水排水槽はありますか。

専有部等、災害時に人が滞留する場所に、手動開閉可能な窓、換気口、又はこれらに類する開口部（排煙窓や
非常進入口専用窓等）がありますか。

停電時に利用可能な創エネ設備（太陽光、風力発電等）がありますか。

受水槽・高架水槽（上水用）がありますか。

井水を利用していますか。

中水を利用していますか。

断水時に利用できるトイレ（常時設置されたトイレに限る）がありますか。

災害対応型LPガスシステムがありますか、又はガスを利用せずに建物の運営を維持できますか。

竣工図（データ含む）を完備していますか。

建物外からの逆流の恐れがない雨水貯留槽はありますか。

食料品　（自由記述）

他汎用品（自由記述）

受電方式は、本線・予備電源、本線・予備線、スポットネットワーク、ループ受電のいずれかに該当しますか。

共用部に供給する電力の保安用自家用発電機（BCP用等）がありますか。

専有部に供給する電力の保安用自家用発電機（BCP用等）がありますか。

停電時に利用可能なコジェネレーション設備がありますか。

緊急連絡網が毎年更新されていますか。

災害時対応人員（運用者・管理者・オペレーター等）は、常駐していますか。

水害用の防災マニュアルがありますか。

タイムラインが作成されていますか。

BCP（事業継続計画）がありますか。

（テナント担当者への連絡先を含めたもの）

（テナントへの対応を含めたもの）

（テナントへの対応を含めたもの）

（テナントへの対応を含めたステージごとの対策）

地域住民や帰宅困難者等を対象とした食料品等を備蓄し、地域と協定等を締結していますか。

災害時に地域の拠点（行政等の災害対策拠点）として使用する協定を結んでいますか。

衛生備品（自由記述）

防寒備品（自由記述）

避難設備（自由記述）

情報備品（自由記述）

雨水貯留施設（遊水地、雨水貯留槽等）を法定の基準を超えて設置していますか。

浸透桝（雨水貯留浸透槽を含む）、透水性アスファルト舗装や緑地エリアを法定の基準を超えて設置していますか。

地域住民や帰宅困難者等を対象とした災害時の避難施設を設置し、地域と協定等を締結していますか。

水害訓練の手順は、防災マニュアルやタイムラインを元に実施していますか。

水害訓練の体制は、防災マニュアル、BCPやタイムラインに記載された体制で実施していますか。

ハザードマップをテナントへ周知（配布又は掲示）していますか。

避難場所をテナントへ周知（配布又は掲示）していますか。

復旧設備（自由記述）



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔お問い合わせ先〕 

ResReal 運営主体 認証機関：一般財団法人 日本不動産研究所 

  評価機関：株式会社 イー・アール・エス 

       株式会社 建設技術研究所 

以下のホームページよりお問い合わせください。 

https://resreal.jp/ 
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